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（歳入）

増 減 額 増減率

予算額 (千円) 構成比 予算額 (千円) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) (Ｃ)÷(Ｂ)
（Ａ） （％）　　　（Ｂ） （％）　　　(Ｃ)　(千円) （％）

１ 保　　険　　料 1,235,000 24.2 1,192,000 24.0 43,000 3.6

　① 現 年 度 分　
　 特別徴収保険料

　② 現 年 度 分
　 普通徴収保険料

　③ 滞納繰越分
　 普通徴収保険料

２ 使 用 料 及 び
　 手　　数　　料

３ 国 庫 支 出 金 985,995 19.3 954,451 19.2 31,544 3.3

　(1) 国庫負担金 867,718 17.0 841,999 16.9 25,719 3.1

　(2) 国庫補助金 118,277 2.3 112,452 2.3 5,825 5.2

４ 支払基金交付金 1,325,335 26.0 1,289,474 26.0 35,861 2.8

５ 府　支　出　金 721,378 14.1 700,957 14.1 20,421 2.9

　(1) 府 負 担 金 681,044 13.3 659,097 13.3 21,947 3.3

　(2) 府 補 助 金 40,334 0.8 41,860 0.8 △ 1,526 △ 3.6

６ 財　産　収　入 1 ― 0 ― 1 ―

７ 寄　　附　　金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

８ 繰　　入　　金 830,532 16.3 828,313 16.6 2,219 0.3

 (1)一般会計繰入金 736,166 14.4 692,440 13.9 43,726 6.3

 (2)介護給付費
　　準備基金繰入金

９ 繰　　越　　金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

10 諸　  収　  入 3,124 0.1 3,124 0.1 0 0.0

 (1) 延滞金、加算
　　 金及び過料　　　　　　　　　

 (2) 雑　 　　入 3,121 0.1 3,121 0.1 0 0.0

合　　　計 5,101,417 100.0 4,968,371 100.0 133,046 2.7

介護保険特別会計歳入歳出当初予算額対前年度比較表

令和２年度 令和元年度

科　　　目

1,148,000 22.5 1,090,000 21.9 58,000 5.3

86,000 1.7 101,000 2.0 △ 15,000 △ 14.9

1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

50 0.0 50 0.0 0 0.0

94,366 1.9 135,873 2.7 △ 41,507 △ 30.5

3 0.0 3 0.0 0 0.0
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（歳出）

増 減 額 増減率

予算額 (千円) 構成比 予算額 (千円) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) (Ｃ)÷(Ｂ)
（Ａ） （％）　　　（Ｂ） （％）　　　(Ｃ)　(千円) （％）

１ 総　　務　　費 64,480 1.3 65,323 1.3 △ 843 △ 1.3

　(1) 総務管理費 29,085 0.6 26,856 0.6 2,229 8.3

　(2) 徴　収　費 800 0.0 841 0.0 △ 41 △ 4.9

　(3) 介護認定審
　　　査会費

　 ① 介護認定審
　　　査会費

　 ② 認定調査等費 17,922 0.4 18,939 0.4 △ 1,017 △ 5.4

　(4) 趣旨普及費 2,325 0.0 2,220 0.0 105 4.7

　(5) 計画策定委
　　　員会費

２ 保 険 給 付 費 4,765,422 93.4 4,618,758 93.0 146,664 3.2

 (1) 介護サービス
　　 等諸費

 (2) 介護予防サー
　　 ビス等諸費

 (3) その他諸費 4,884 0.1 4,307 0.1 577 13.4

 (4) 高額介護サー
　　 ビス等費

 (5) 高額医療合算介

　　 護サービス等費

 (6) 特定入所者介護

　　 サービス等費

３ 地域支援事業費 262,873 5.1 275,648 5.5 △ 12,775 △ 4.6

 (1) 包括的支援事業
　　　任意事業費

116,526 2.3 115,459 2.3 1,067 0.9

４ 基 金 積 立 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

５ 公　　債　　費 100 0.0 100 0.0 0 0.0

６ 諸　支　出　金 3,541 0.1 3,541 0.1 0 0.0

７ 予　　備　　費 5,000 0.1 5,000 0.1 0 0.0

合　　　計 5,101,417 100.0 4,968,371 100.0 133,046 2.7

令和２年度 令和元年度

科　　　目

28,633 0.6 30,311 0.6 △ 1,678 △ 5.5

10,711 0.2 11,372 0.2 △ 661 △ 5.8

3,637 0.1 5,095 0.1 △ 1,458 △ 28.6

4,357,841 85.4 4,270,203 86.0 87,638 2.1

123,762 2.4 100,978 2.0 22,784 22.6

119,903 2.3 90,447 1.8 29,456 32.6

18,328 0.4 14,065 0.3 4,263 30.3

140,704 2.8 138,758 2.8 1,946 1.4

 (2) 介護予防・生活支
援 サービス事業費 

113,333 2.2 127,069 2.5 △ 13,736 △ 10.8

（3）一般介護予防
　　 事業費

32,554 0.6 32,590 0.7 △ 36 △ 0.1

（4）その他諸費
460 0.0 530 0.0 △ 70 △ 13.2
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令和２年度木津川市介護保険特別会計予算説明

第１ 予算編成概要

この特別会計は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第３条第２項の規定に基づ

き、収入支出に係わる経費を明確にするため設置するものである。

介護保険特別会計の構成は、主に「総務費」、「保険給付費」、「地域支援事業費」に区

分され費用負担が定められている。

「保険給付費」についての費用負担は、総額の２分の１を公費（税金を財源とする国・

地方公共団体の負担金）で賄い、残りの半分を保険料財源で賄うことになる。

公費分の負担割合は、国が介護給付費負担分として２５％（施設給付は１５％）、都道

府県が１２．５％（施設給付は１７．５％）、市町村が１２．５％となっている。保険料

の負担割合は、第１号被保険者が２３％、第２号被保険者が２７％となっている。

また、「地域支援事業費」の費用負担についても、介護予防・生活支援サービス事業費、

一般介護予防事業費及びその他諸費（審査支払手数料）については、総額の２分の１を

公費で賄い、残りの半分を保険料財源で賄うことになり、公費分の負担割合は、国が２

５％、都道府県が１２．５％、市町村が１２．５％となっている。保険料の負担割合は、

第１号被保険者が２３％、第２号被保険者が２７％となっている。包括的支援事業・任

意事業費については、総額の７７％を公費で賄い、残りの２３％を第１号被保険者の保

険料財源で賄うことになり、公費分の負担割合は、国が３８．５％、都道府県が１９．

２５％、市町村が１９．２５％となっている。

総務管理費や介護認定審査会費等の「総務費」については、市の一般会計からの繰入

金となる。

令和２年度木津川市介護保険特別会計は、第７期木津川市介護保険事業計画を基に令

和元年度の実績を踏まえ、一般会計予算担当課とも協議の上、予算編成を行った。
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第２ 一般状況

１ 被保険者の推移

令和２年度の介護保険第１号被保険者を 19,140人と想定した。
（うち、特別徴収対象者を 17,894人、普通徴収対象者を 1,246人と想定）

※令和元年度は令和元年６月現在。

２ 要介護（要支援）認定者数の状況

第３ 保険給付事業

令和２年度の保険給付費については、「第７期木津川市介護保険事業計画」における

保険給付費の推計額と令和元年度の実績等を比較して伸びを予測し、予算の編成を行

った。

令和２年度の予算総額は次のとおりであるが、令和２年度木津川市介護保険特別会

計に占める割合は、約９３．４％とその大部分を占めている。

年 度 特別徴収対象者 構成比 普通徴収対象者 構成比 合 計

令和元年度 １７，９１９人 95.8% ７８３人 4.2% １８，７０２人

令和２年度 １７，８９４人 93.5% １，２４６人 6.5% １９，１４０人

要介護度
要支援

１

要支援

２

要介護

１

要介護

２

要介護

３

要介護

４

要介護

５
合 計

平

成

３０

年

１２

月

末

第 1号被保険者 392人 408人 610人 528人 396人 420人 233人 2,987人

第 2号被保険者 10人 7人 12人 10人 8人 3人 7人 57人

合 計 402人 415人 622人 538人 404人 423人 240人 3,044人

構成比 (%) 13.2 13.6 20.4 17.7 13.3 13.9 7.9 100.0

令

和

元

年

１２

月

末

第 1号被保険者 427人 466人 575人 609人 441人 416人 252人 3,186人

第 2号被保険者 5人 10人 12人 15人 11人 6人 7人 66人

合 計 432人 476人 587人 624人 452人 422人 259人 3,252人

構成比 (%) 13.3 14.6 18.0 19.2 13.9 13.0 8.0 100.0
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★ 年度別介護保険給付費額（各年度当初予算）

１ 介護サービス等諸費

（1） 居宅介護サービス給付費については、１か月当り約１５９，５５２千円と推

計し、年間１，９１４，６１８千円とした。

（2） 地域密着型介護サービス給付費については、１か月当り約５１，４４７千円

と推計し、年間６１７，３６３千円とした。

（3） 施設介護サービス給付費については、１か月当り約１３０，５５２千円と推

計し、年間１，５６６，６２５千円とした。

（4） 居宅介護福祉用具購入費については、１か月当り５５０千円と推計し、年間

６，６００千円とした。

（5） 居宅介護住宅改修費については、１か月当り１，５００千円と推計し、年間

１８，０００千円とした。

（6） 居宅介護サービス計画給付費については、１か月当り約１９，５５３千円と

推計し、年間２３４，６３１千円とした。

２ 介護予防サービス等諸費

（1） 介護予防サービス給付費については、１か月当り約７，４８２千円と推計し、
年間８９，７８７千円とした。

（2） 地域密着型介護予防サービス給付費については、１か月当り２５０千円と推

計し、年間３，０００千円とした。

（3） 介護予防福祉用具購入費については、１か月当り１９０千円と推計し、年間

２，２８０千円とした。

（4） 介護予防住宅改修費については、１か月当り９００千円と推計し、年間

１０，８００千円とした。

（5） 介護予防サービス計画給付費については、１か月当り１，４９１千円と推計

し、年間１７，８９２千円とした。

保険給付費予算総額

（千円）

対前年度比

(%)

令和元年度 ４，６１８，７５８ 104.1

令和２年度 ４，７６５，４２２ 103.2



- 6 -

３ その他諸費

審査支払手数料については、１か月当り４０７千円と推計し、年間４，８８４千

円とした。

４ 高額介護サービス等費

高額介護サービス等費については、１か月当り約９，９９２千円と推計し、年間

１１９，９０２千円とした。

５ 高額医療合算介護サービス等費

高額医療合算介護サービス等費については、１か月当り約１，５１１千円と推計し、

年間１８，１２８千円とした。

６ 特定入所者介護サービス等費

特定入所者介護サービス等費については、１か月当り約１１，７２５千円と推計し、

年間１４０，７０４千円とした。

第４ 歳 入

１ 保険料

令和２年度の介護保険料は、第１号被保険者の総数を１９，１４０人と想定した。

第１号被保険者保険料においては、特別徴収保険料見込額１，１４８，０００千円、

普通徴収保険料見込額を８６，０００千円、滞納繰越分を１，０００千円とし、保険

料の総額を１，２３５，０００千円とした。（内、保険給付費充当分１，１６９，０６

３千円、地域支援事業費充当分５７，４００千円）

２ 使用料及び手数料

介護保険料の滞納者に対する督促手数料として、５０千円を計上した。

３ 国庫支出金

(1) 国庫負担金

介護給付費の国庫負担分として、当該年度における保険給付費額４，７６５，４

２２千円に１００分の２０（施設給付は１００分の１５）を乗じた額８６７，７

１８千円を計上した。

(2) 国庫補助金

調整交付金として、当該年度における保険給付費額４，７６５，４２２千円に１

００分の０．７４（想定交付割合）を乗じた額３５，２６４千円を計上した。

地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業国庫負担分として、当該年度
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における介護予防・生活支援サービス事業費、一般介護予防事業費及びその他諸費

（審査支払手数料）額１４６，３４７千円から利用者負担分３，１２０千円を除き、

１００分の２０．７４を乗じた額２９，７０６千円を計上した。

地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業国庫負担分として、当該年度におけ

る包括的支援事業・任意事業費額１１６，５２６千円から利用者負担分１千円を除

き、１００分の３８．５を乗じた額４４，８６２千円を計上した。

市町村の自立支援・重度化防止等の取組を支援するために創設された保険者機能

強化推進交付金について、８，４４５千円を計上した。

４ 支払基金交付金

介護給付費の社会保険診療報酬支払基金負担分（第２号被保険者分）として、当

該年度における保険給付費額４，７６５，４２２千円に１００分の２７を乗じた額

１，２８６，６６４千円を計上した。

地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業社会保険診療報酬支払基金負

担分（第２号被保険者分）として、当該年度における介護予防・生活支援サービス

事業費、一般介護予防事業費及びその他諸費（審査支払手数料）額１４６，３４７

千円から利用者負担分３，１２０千円を除き、１００分の２７を乗じた額３８，６

７１千円を計上した。

５ 府支出金

(1) 府負担金

介護給付費の府負担金分として、当該年度における保険給付費額４，７６５，４

２２千円に１００分の１２．５（施設給付分は１００分の１７．５）を乗じた額

６８１，０４４千円を計上した。

(2) 府補助金

地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業府負担分として、当該年度に

おける介護予防・生活支援サービス事業費、一般介護予防事業費及びその他諸費（審

査支払手数料）額１４６，３４７千円から利用者負担分３，１２０千円を除き、１

００分の１２．５を乗じた額１７，９０３千円を計上した。

地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業府負担分として、当該年度における

包括的支援事業・任意事業費額１１６，５２６千円から利用者負担分１千円を除き、

１００分の１９．２５を乗じた額２２，４３１千円を計上した。

６ 財産運用収入

介護給付費準備基金利子として、１千円を計上した。
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７ 寄附金

一般寄附金として、１千円を計上した。

８ 繰入金

(1) 一般会計繰入金

① 介護給付費繰入金

介護給付費の市負担分として、当該年度における保険給付費額４，７６５，４

２２千円に１００分の１２．５を乗じた額５９５，６７７千円を計上した。

② 地域支援事業繰入金

地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業市負担分として、当該年度

における介護予防・生活支援サービス事業費、一般介護予防事業費及びその他諸

費（審査支払手数料）額１４６，３４７千円から利用者負担分３，１２０千円を

除き、１００分の１２．５を乗じた額１７，９０３千円を計上した。

地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業市負担分として、当該年度におけ

る包括的支援事業・任意事業費額１１６，５２６千円から利用者負担分１千円を

除き、１００分の１９．２５を乗じた額２２，４３１千円を計上した。

③ 事務費繰入金

事務費繰入金についての内訳としては、総務管理費に２９，０８５千円、徴収

費に８００千円、介護認定審査会費に２８，６３３千円、趣旨普及費に２，３２

５千円、計画策定委員会費に３，６３７千円、また、公債費の利子として１００

千円の合計６４，５８０千円から督促手数料５０千円を除き、６４，５３０千円

を計上した。

④ 低所得者保険料軽減繰入金

低所得者保険料軽減強化の費用として、介護保険料第１段階の保険料基準額に

対する割合を０．４５から０．３０に、また、介護保険料第２段階の保険料基準

額に対する割合を０．６５から０．５０に軽減するため、３５，６２５千円を計

上した。

(2) 基金繰入金

介護給付費準備基金繰入金として、９４，３６６千円を計上した。

９ 繰越金

前年度繰越金として、１千円を計上した。

１０ 諸収入

(1) 延滞金、加算金及び過料

① 第１号被保険者延滞金
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第１号被保険者の保険料延滞金として、１千円を計上した。

② 第１号被保険者加算金

第１号被保険者の保険料加算金として、１千円を計上した。

③ 過料

介護給付費の過料として、１千円を計上した。

(2) 雑入
雑入として、生きがい対応型デイサービス事業利用者負担金１，９２０千円、一

般介護予防事業の運動機能向上事業利用者負担金１，２００千円及び成年後見制度

市長申立て本人負担金１千円を計上した。

第５ 歳 出

１ 総務費

総務管理費に、非常勤職員の報酬、会計年度任用職員の報酬及び事務執行に要する

通信運搬費等として２９，０８５千円、徴収費に８００千円、介護認定審査会費に２

８，６３３千円、介護保険制度の普及・啓発を図るための趣旨普及費に２，３２５千

円、計画策定委員会費に３，６３７千円を計上した。

２ 保険給付費

要介護者及び要支援者に対する保険給付費は、支出の大部分（予算に占める割合は

約９３．４％）を占める。

高齢者人口の増加による給付費の上昇を見込み、本年度は４，７６５，４２２千円

を計上した。

３ 地域支援事業費

被保険者が要介護状態又は要支援状態となることを予防するとともに、要介護状態

となった場合でも可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよ

う支援するとともに、地域における包括的・継続的なマネジメント機能を強化するた

めの地域支援事業費について、２６２，８７３千円を計上した。

科目別の主な予算額は次のとおりである。

(1) 包括的支援事業・任意事業費は、権利擁護事業に２，３２１千円、包括的・継続

的マネジメント支援事業に、６２，９５５千円、任意事業として家族介護支援事業（紙

おむつ給付事業、家族介護慰労事業）に１９，５３８千円、成年後見制度利用支援事

業に２，３６１千円、地域自立生活支援事業（配食サービス事業）に５，４００千円、

認知症サポーター等養成事業に２１０千円を計上した。又、在宅医療・介護連携推進

事業に３，７９１千円、生活支援体制整備事業に１０，７４５千円、認知症総合支援

事業（認知症対応型カフェ事業、認知症初期集中支援事業、認知症地域支援・ケア向
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上事業）に９，１４５千円、地域ケア会議推進事業に６０千円を計上した。

（2）介護予防・生活支援サービス事業費は、介護予防・日常生活支援総合事業として、
個々の状態に応じた訪問型サービスや通所型サービスの提供に係る費用、１００，３

４５千円、介護予防ケアマネジメント事業に１２，７０７千円を計上した。また、高

額介護予防サービス相当事業に２２０千円、高額医療合算介護予防サービス相当事業

に６１千円を計上した。

(3) 一般介護予防事業費は、一般高齢者運動器機能向上事業や生きがい対応型デイサ

ービス事業等の介護予防普及啓発事業に３１，６１４千円、介護予防サポーター養

成委託料等の地域介護予防活動支援事業に９４０千円を計上した。

４ 基金積立金

介護給付費準備基金積立金に１千円を計上した。

５ 公債費

介護保険事業運営の中で、財源不足が生じた場合の一時借入金にかかる利子として

１００千円を計上した。

６ 諸支出金

(1) 第１号被保険者保険料の還付金として、３，５００千円を計上した。

(2) 第１号被保険者保険料の還付加算金として、４０千円を計上した。

(3) 国、京都府及び社会保険診療報酬支払基金に対する保険給付費負担金等の返還金が

生じた場合のために償還金として、１千円を計上した。

７ 予備費

予備費については、５，０００千円を計上した。


